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はじめに
　フランチャイズは 1950年頃より米国において発達し、現在では日本を含め世

界中において見られる事業形態である。様々な業種においてこの事業形態がとら

れており、その内容は多岐にわたっている。フランチャイズが発達した理由とし

て、フランチャイザー（以下、「ザー」）にとっては、多くの資本を有していなく

ても一定のノウハウがあれば各地に店舗展開をすることができるというメリット

があることが挙げられ、また、フランチャイジー（以下、「ジー」）にとっても、

自らが事業経営を行うための経験やノウハウを有していなくても、独立した経営

者となれるというメリットがあることが挙げられる （1）。ジーになろうとする者の

中には事業経験の必ずしも豊富とは言えない者が多く、このようなジーに対し

て、ザーは通常事業経営のノウハウを指導し、各店舗統一的な方法によって経営

がなされることとなる。

　フランチャイズに対する法的規制としては、契約締結前にザーがジーに対して

（1）�　Robert W. Emerson, Franchise Contract Clauses and The Franchisor’s Duty of Care 
Toward Its Franchisees, 72 N.C. L. Rev. 905, 908.
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行う情報開示に対する規制（入口段階での規制）、ザーおよびジーの契約関係の

内容に規律する規制（真中における規制）、契約関係の終了についての規制（出

口段階での規制）がある。上記のように、通常フランチャイズにおいてジーは

ザーの指導のもとに同一の商標のもとに統一的な経営を行うため、ザーがジーと

の間に締結する契約・付属書・マニュアルにおいてジーに課される義務は非常に

多岐にわたり、また、契約は一定程度継続的なものとなることが多い上に （2）、

ジーの投資額がかなり高額である場合も少なくない。従って、ジーが事前に充分

に内容を理解した上で契約締結することはフランチャイズの成功（フランチャイ

ザー、フランチャイジー双方にとって）のために特に必要であると考えられ、ま

た上記のように、フランチャイジーになろうとする者（以下、「ジー希望者」）の

中には事業経験のない者も少なくない点を考慮すると、事前情報開示には大きな

重要性が認められる。

　現在米国におけるフランチャイズに関する事前情報開示についての規制は、連

邦レベルで定められた連邦取引委員会（以下、「FTC」）の開示規則、州法に基づ

く開示規制によって行われている。FTC開示規則は、1978年に制定され、主と

して開示すべき文書の内容及びその開示方法について規定している。1995年以

降 、10年以上かけて規則の改正作業が行われていたが、最終改正案が FTCに

よって採択され 2007年 1月 23日に公表された （3）（以下、改正規則を「新規則」、

改正前の規則を「旧規則」とする （4）。）。30年近くにわたる規制の経験をふまえ

（2）�　W. Michael Garner, The Implied Covenant of Good Faith in Franchising: A Model 
For Discretion, 20 Okla. City U.L. Rev. 305, 307.

（3）�　16 CFR 436, as amended, 72 FR 15444 (Mar. 30, 2007).
（4）�　新規則に関する文献としては、Deborah S. Coldwell, The New Franchise Rule and 

Litigators, 26-SPR Franchise L.J. 162 (2007), Deborah S.Coldwell at.el., Franchise Law, 
60 SMU L. Rev. 1081 (2007), Gerald C. Wells, Dennis E. Wieczorek, A Road Map To The 
New FTC Franchise Rule, 27-Fall Franchise L. J. 105 (2007), Gerald C. Wells & Dennis E. 
Wieczorek, The Top Ten Things You Need To Know, 26-SPG Franchise L.J. 163がある。
旧規則に関してはすでに非常に多くの文献があるが、日本語の文献としては、川越憲
治『フランチャイズシステムの法理論』商事法務研究会（2001）、小塚荘一郎「フラン
チャイズ契約論（四）」法学協会雑誌 114巻 9号（1997年）985頁、中川政直「米国に
おけるフランチャイズの実態と法規制（中）」公正取引 362号（1981）等がある。な
お、新・旧規則ともに CFR 436条であるため、本稿における引用については、旧規則
に関しては「旧規則」と言及し、特に断りのない場合には新規則に関するものとする。
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て制定された改正規則の内容、およびそのためになされた議論を検討すること

は、我が国のフランチャイズ事前情報開示の今後の望ましいあり方を考える際に

も、一つの大きな手がかりとなると考える。本稿では、Ⅰで米国における事前開

示規制の概要について述べた後、Ⅱで FTC規則改正の経緯を概観し、Ⅲで新規

則の主な変更点の検討を行ったうえで、最後にⅣにおいて新規則の特徴、新規則

をめぐる議論などについて検討を加えていく。

Ⅰ　米国における事前開示規制の概要
　FTC法５条は、不公正なあるいは詐欺的な行為もしくは慣行を禁止してお

り （5）、ある事業分野全体にわたって不公正あるいは詐欺的行為が広く行われ、か

つそれにより消費者に対する深刻な経済的損害が生じている場合には、FTCは

そのような行為を規制する規則（Trade Regulation Rule）を制定することができ

る（FTC法 18条 （6））。これに基づき、フランチャイズの事前情報開示に関して

規則が定められている （7）。

　同規則の実体的な内容としては、フランチャイズに関する一定の情報を一定の

方法で事前に開示する義務と、事前開示の際のザーに対して課される禁止項目に

分類される。規則に規定された開示義務あるいは禁止規定に違反した場合には
FTC法 5条違反となる。

　フランチャイズの事前開示を規定する州法を有しているのは、現在の所少なく

とも 15州ある。州は、連邦法で義務づけられた開示義務を免除するような開示

規則を定めることはできないが、連邦法よりも厳格な、あるいは詳細な開示義務

を定めることは可能である （8）。従って、開示に関し連邦法と州法が異なっている

場合には、ザーはその双方を満たす必要が生じる。

　従来、開示を義務づける州は、開示書式として統一フランチャイズ開示書面

（5）�　15 U.S.C. Sec. 45 (a) (1).
（6）�　15 U.S.C. Sec. 57a、15 U.S.C. Sec. 57a (b) (3).
（7）�　Disclosure Requirements and Prohibitions Concerning Franchising, Disclosure Require-

ment and Prohibitions Concerning Business Opportunities, 16 CFR 436, 437. 18条に基づ
く他の分野の規制として、電話勧誘販売や葬儀業に関する規則等がある。

（8）�　16 CFR 436. 10 (b).
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（United Franchise Offering Circular、以下「UFOC」）を採用していた。UFOC

は、北米証券協会 (NASAA)によって提案され、各州の開示情報を統一化するこ

とによりザーのコストの低減を測ることを１つの目的としている。UFOCで要求

される開示内容は、旧規則よりも多岐にわたりかつ詳細であったため、FTCは
UFOCフォーマットによる開示がザーによりなされた場合には開示内容の点にお

いて FTC規則の開示義務をも満たすとしていた （9）。これに対して、FTC規則が
UFOCと同様の開示を求めるものとならない限り FTC規則に基づく開示を州法

に合致した開示とは認めないとする州があったため、FTC規則に基づく開示を

行うことは追加的にコストかかることとなり、従来はザーの多くが UFOC書式

による開示を行っていたと言われている。

Ⅱ　規則改正への経緯
　新規則に基づく開示が完全になされるまで実質的な効力を有する旧規則は、
1978年 12月 21日に FTCによって制定されたものである。上記のように FTC

は、事業分野全体にわたって不公正あるいは詐欺的行為が広範に行われている場

合に、そのような行為を規制する規則を制定することができるが、当時 FTCは、

ザー及び、商標や商号の使用権の許諾を伴わない「business opportunity 

ventures」の販売者によって重要事実に関する欺罔及び非開示が行われているこ

とを認めている。FTCが認めたザーによる欺罔行為として頻繁に見られたのは、

ザー自身及びその事業の性質に関して、フランチャイズのためのコスト及び事業

運営のための他の契約条件及び条件に関して、ザー及びジーとなった者の業績に

関して、及びザーの資力に関してであった （10）。また、ザーがジー希望者に虚偽

の、あるいは根拠のない業績予測を示すことによりフランチャイズを購入させよ

うとしており、ザーは事前に約束した払戻金の返還も行っていないなど、詐欺的

行為は広範に行われていることも認められている。これらの行為により、消費者

に対する深刻な経済的損害が生じていると FTCが認めたため、フランチャイズ

についての事前情報開示に関する旧規則が制定されたのである。

（9）�　58 FR 69224 (Dec. 30, 1993).
（10）�　Supra note 3, at 15445.
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　旧規則制定以来 FTCによる多くの運用の経験が蓄積され、またフランチャイ

ズ自体の形態にも様々な変化が生じたこともあり、1995年に旧規則改正につい

ての検討が開始された。同年 4月、FTCは、規則の必要性がそもそもあるか、

あるとすれば、業界の変化に対応してどのように改善すべきか、につきパブリッ

クコメントを求めた （11）。また、FTCはこれに関し、ワークショップを 1995年 9

月及び翌年 3月に行い意見を広く聴取している。

　1997年 2月、FTCは規則の改正を行うことを決定し、改正にあたってのいく

つかの論点に対してパブリック・コメントを求めた （12）。コメントを求めた主た

る点としては、「business opportunity ventures」に関する規定をフランチャイズ

規則から分離するか否か、フランチャイズに関して UFOC類似のルールとする

か否か、電子開示（インターネット上）を認めるか否か、などが挙げられる。意

見聴取のためのワークショップも 6回にわたり開かれ、パブリック・コメントも

含め、上記論点を中心に検討が続けられた。

　その後 1999年に改訂改正案が公表され 、各規定改正に関する更なる詳細な議

論が続けられた （13）。この段階で議論されたのは、主として、合衆国外でのフラ

ンチャイズ販売への規則の適用の可否、旧規則に規定される一定の開示事項（例

えば、訴訟に関する開示等）、新たな開示事項、インターネットによる開示、な

どに関してである。

　2004年 8月には、FTC消費者保護局によるスタッフレポートが公表され （14）、

最終的な議論が詰められた上で 2007年 1月に新規則が委員会の承認を受けて公

布された。

　新規則は 2007年７月１日から施行されているが、2008年 7月 1日までは移行

期間として旧規則に基づく開示を行うことも認められている。また従来は上記の

ように、UFOCによる開示が行われれば旧規則の開示義務も果たしているとされ

（11）�　FTC, Initial Request for Public Comment, 60 Fed. Reg. 17656 (Apr. 7, 1995).
（12）�　FTC, Advanced Notice of Proposed Rulemaking in 1997, 62 Fed. Reg. 9115 (Feb. 28, 

1997).
（13）�　FTC, Notice of Proposed Rulemaking in 1999、64 Fed. Reg. 57294 (Oct. 22, 1999).
（14）�　FTC, Staff Report to the Federal Trade Commission and Proposed Revised Trade 

Regulation Rule (Aug. 2004).
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ていたが、2008年 7月 1日からは新規則に基づく開示文書のみが連邦レベルで

認められる開示内容となる （15）。

　このように長期にわたる慎重な議論の過程を経て制定された新規則の内容につ

いて、以下で検討を行う。

Ⅲ　主な改正点
　主たる個別の改正点を概観する前に、新規則の構成についてふれておきたい。

新規則は旧規則と若干構成が異なっており、以下のような形となっている。

　436条　Subchapter A（定義）：436.1 定義規定
 Subchapter B（ザーの義務）：436.2 開示書面を提供する義務、　
 Subchapter C（開示書面の内容）：436.3表紙、436.4目次、436.5開示

項目
 Subchapter D（説明）：436.6 開示書面準備のための説明、436.7 開示

書面内容更新のための説明書
 Subchapter E（適用除外）：436.8 適用除外
 Subchapter F（禁止事項）：436.9 付加的禁止事項 

 Subchapter G（その他）：436.10 他の法律及び規則、436.11 可分条項

　旧規則においては、１つの項目の中にまとまっていた内容が新規則では整理さ

れ、別個の条項で規定しているという点で、旧規則と比較してよりわかりやすい

構成となっている （16）。

以下では、主要な変更点について述べていく。

１　規制の対象

　新規則においては、適用対象である「フランチャイズ」の定義が狭められてい

る。旧規則において「フランチャイズ」には、ザーがジーに対して商標や商号の

使用を認め、統一的なマニュアルのもとにジーが経営を行う、いわゆるフラン

（15）�　Supra note 3, at 15444.
（16）�　旧規則では、436.1が事前開示の内容、方法に関しての規定、436.2が定義規定、

436.3が可分条項となっている。
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チャイズのみならず、「business opportunity ventures」も含まれていた （17）。この

取引は、ある者（販売者）が他の者（購入者）に対し、店舗・顧客や商品販売の

ための機器等の設置場所を提供し、購入者が再販売するための商品等を販売者自

ら、あるいは販売者が指定・推奨する第三者から購入させ、このビジネスフォー

マットの提供に対し購入者が購入代金を販売者に対して支払うものである。典型

的なものとしては、自動販売機ベンチャーがある。これは、購入者がビジネス

フォーマットの提供に対する代金及び自動販売機購入代金を販売者に支払って、

自動販売機を購入した上で販売者に自動販売機設置場所を提供してもらい、販売

者（あるいは販売者と関係のある第三者）から卸された商品をその自動販売機に

より販売するものである。この取引に関しては、より射程の狭い別の規則によっ

て規制すべきであるという方針を FTCが発表している （18）。この取引に関する新

たな規則が制定されるまでは、新規則により引き続き規制されることとなるが、

別途付加された新たな条項（437条）によって規制がなされることとなる （19）。

　新規則においてフランチャイズそれ自体の定義には大きく変更はなく、①ジー

がザーの商標のもとで営業する権利を得ること　②ジーの営業方法に対してザー

が大きなコントロールを行使し、あるいはジーに対して援助を行うこと　③フラ

ンチャイズの営業を行う条件としてジーが金銭の支払いを行いあるいはその約束

を行うこと　という３つの要件が必要とされている。

２　開示内容の変更

　　⑴　UFOC形式の導入

　FTC規則改正のための議論における、旧規則と UFOCの乖離がザーに負担を

強いるという不都合を生じているという共通した認識に基づき、新規則は UFOC

の開示内容とほぼ同様の項目を開示することをザーに課す形で制定されている。

新規則が開示書面において開示すべきとしている情報の概略は以下の通りである。

（17）�　旧規則　16 CFR 436.2 (a) (1) (ii)、436.2 (a) (2).
（18）�　FTC, Notice of Proposed Rule Making (71 FR 19054).
（19）�　本稿では、フランチャイズに関する 436条に限定して論じることとし、437条は扱わ
ないこととする。
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　開示項目１（item 1）「ザー及びザーの親会社、前身の会社、関連会社」、開示

項目２「事業経験」、開示項目３「訴訟」、開示項目４「破産経験」、開示項目５

「初期フランチャイズ料」、開示項目６「他のフランチャイズ料」、開示項目７

「初期投資予想額」、開示項目８「商品及び役務の購入先制限」、開示項目９

「ザーの義務」、開示項目 10「資金調達（financing）」、開示項目 11「ザーの援

助、アドバイス、コンピューターシステム及びトレーニング」、開示項目 12「テ

リトリー」、開示項目 13「商標」、開示項目 14「特許、著作権及びその他所有権

（proprietary）に関する情報」、開示項目 15「フランチャイズ事業の実際の業務

への参加義務」、開示項目 16「ジーが販売可能な商品・サービスに関する制限」、

開示項目 17「契約更新、解除、権利譲渡及び紛争解決」、開示項目 18「関連す

る公人」、開示項目 19「業績情報」、開示項目 20「店舗及びフランチャイズに関

する情報」、開示項目 21「財務諸表」、開示項目 22「契約書」、開示項目 23「受

取書」。以上の 23の開示項目について、それぞれさらに詳細な開示内容が定め

られている （20）。

　具体的な開示内容としては、基本的に UFOCの表示義務内容を踏襲したもの

となっているが、若干異なる点もある。主たる相違点として例えば、開示項目１

に関して UFOCは親会社の情報開示を義務づけていないが、新規則ではこれを

義務づけている。これに伴い、開示項目３の訴訟についても、親会社の訴訟も開

示内容として加えている。このほか、開示項目３に関しては、ザーがジーに対し

て提起している重要な（material）訴訟についても新たに加えているが、これに

ついては以下で述べることとする。開示項目 12の開示項目のうち排他的テリト

リーについては、ザーがこれをジーに与えない場合にはその旨の警告文をつける

（20）�　旧規則が求める開示項目は以下の通りであった。1. 　ザーに関する基礎的情報　２　
ザーの役員・取締役の事業経験、３　ザーの事業経験、４　訴訟履歴、５　破産歴、６
　フランチャイズの概要、７　事業開始にあたりジーがザーあるいは関連会社に対して
支払う金銭　８　ジーが継続的に支払いを要求される資金、９　ジーが取引を義務づけ
られあるいは要請されるフランチャイズの関係者、10　購入義務、11　ジーによる購入
の対価としてザーが受領する金銭、12　融資に関する取り決め、13　販売制限、14　
ジー個人によるフランチャイズの経営への参加義務、15　フランチャイズ契約の終了、
打ち切り、及び更新、16　フランチャイズ店舗数に関する統計的情報、17　立地選択、
18　トレーニングプログラム、19　フランチャイズに関係している有名人、20　ザーに
関する財務情報
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ことが UFOCとは異なり義務づけられている。また、開示項目 20は店舗および

フランチャイズのシステムに関する情報の開示を義務づけるものであるが、この

うち以下で述べる特定の商標に限定したジーの組合についての情報や守秘義務に

存在ついての開示義務は、UFOCには存在しないものである。

　以上は UFOCに新たな開示事項を付加したものであるが、反対に UFOCでは

表示を義務づけられている項目を簡素化しているものもある。例えば、アイテム
11の表示項目のうちコンピューターシステムについて、UFOCは詳細な情報開

示を求めていたがこれを新規則は簡素化している。

　FTC規則の開示事項が UFOCに大筋合わせる形で改正されたことにより、
NASAAは、UFOCに代えて新規則に基づく開示内容を若干の修正点（代表的な

ものとして、リスクに関するカバーページをつけること）を付して統一開示内容

として採択している （21）。

　UFOCと開示内容を同様なものとした点以外に特筆すべき改正点は以下の通り

である。

　　⑵　ジーに対してザーが提起した訴訟

　ザーが当事者となっている訴訟に関する情報は、ジー希望者にとってザーの事

業者としての性格、システムの問題点等に関する手がかりとなる点で重要であ

る。旧規則においては、ザー、ザーの親会社、ザーの取締役及び役員が当事者で

ある、現在継続中及び過去の訴訟（有罪が確定した刑事訴訟、その者の責任が認

められて確定した、あるいは法廷外で和解した又は当事者として係属中の民事訴

訟、又はジーによって提訴された訴訟でフランチャイズ法、公正なあるいは詐欺

的な行為に関する法律等に基づく主張を含む訴訟）、並びに現在効力のある差止

命令（injunctive and restrictive order）に関し開示を行う義務がザーに課されて

いた。新規則は UFOCに合わせて、ザーの前身の事業者及び関連会社に関する

訴訟も開示することとした （22）。

（21）�　NASAA, Instructions for filing a Uniform Franchise Registration Application using 
the "New FTC Franchise Rule" after July 1, 2007, available at http://www.nasaa.org/con-
tent/Files/Franchise_Interim_State_Guidelines.pdf

（22）�　新規則は開示の対象となる親会社については旧規則と比べて若干範囲を狭めている。
親会社に関する訴訟は、ジー希望者が購入を検討しているフランチャイズとは関連性が
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　さらに新規則は旧規則及び UFOCとは異なり、開示の対象をジーに対してザー

によって提起された一定の訴訟に拡大しているが、これも重要な変更点である。

ジーに対してザーにより提起された訴訟は、ジー希望者が購入を検討するフラン

チャイズにおけるザー及びジーの関係を知るために重要な情報であるといえる。

しかしながら、旧規則では、現在ジーである者あるいは過去にジーであった者が

ザーに対して提訴した訴訟で、フランチャイズ関係に関係する重要な（material）

訴訟を開示することとされるのみであり （23）、UFOCにおいても、刑事訴訟及び

民事訴訟に関してはザーが被告人あるいは被告となっているものを開示すること

が義務づけられているのみであった。また、旧規則及び UFOCにおいては、ザー

が提訴した訴訟はジーによる反訴（counterclaim）がなされた場合のみ開示の義

務が生じていた。これに対して新規則は、ザーが過去 1事業年度にジーを提訴し

た、「フランチャイズ関係」についての重要な訴訟も同様に開示することとし

た （24）。この「フランチャイズ関係」とは、フランチャイズの経営に直接的な関

係があるザー・ジーの間の契約上の義務を言う。ロイヤリティの支払や研修を提

供する義務などが典型例としてあげられる。訴訟が「重要な（material）」訴訟

であるか否かは、合理的なジー希望者の観点から決定される。ザーがジーに対し

て提起した訴訟が、ジー希望者へ販売の申し込みが行われるフランチャイズ関係

の質に関係するものであれば重要なものであると考えられる可能性が高い （25）。

　　⑶　ザーの商標に限定したジーの組合の存在

　ジー希望者にとって、ジーの権利を実現するための組合の存在はひとつの重要

な情報である。旧規則では類似の情報の開示義務は課されておらず、また、

薄い場合もあり、他方で親会社に関するすべての開示を義務づけることはザーの負荷も
重いため、親会社に関する訴訟は、その親会社がザーに対して財政的な援助、その他、
ザーの業績（performance）について何らかの保証を行っている場合に開示すべきもの
とされている。反対に関連会社に関しては UFOCと比較してその対象を広げていると考
えられる。UFOCでは関連会社は、ザーの主たる商標の下でフランチャイズの販売を勧
めているものに限定されていたが、新規則ではそれに加えて、ジーを財政的に援助する
かあるいはその他何らかの形でジーの業績を保証することによりフランチャイズの販売
を促した事業者も開示対象となる関連会社に含めている。

（23）�　旧規則 16 CFR 436.1 (4) (ii) (B).
（24）�　16 CFR 436.5 (c) (1) (ii).
（25）�　ジー希望者に一般的に提供されるフランチャイズとは異なる、特殊な店舗（例えば軍
事設備内の店舗）に関して提起された訴訟は「重要な」訴訟とは言えないこととなる。
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UFOCではザーが認識しているジーの共同購入組合についての開示は義務づけら

れているが、組合についてはなんら規定が存在しなかった。これに対して新規則

はザーの商標に限定したジーの組合（以下、「ジーの組合」）に関する開示を義務

づけている （26）。

　新規則は、ジーの組合の名称、住所、電話番号、eメールアドレス、及び、

ホームページのアドレスの表示を義務づけているが、ザーによって設立、保証、

あるいは支持されるジーの組合については常に開示義務が課される。これに対し

て、ザーから独立したジーの組合に関しては、当該組合が州法に基づき法人化あ

るいは組織化（パートナーシップ、有限責任会社、トラスト等の形態を含む）さ

れているものであって、ザーの事業年度の終了後 60日以内に開示文書に当該組

合の情報を記載することを求めたものについてのみ、その情報を開示しなければ

ならないこととした。

　　⑷　守秘義務の存在

　ザーがジーに対して守秘義務を課すことはしばしば見受けられる。ジーに守秘

義務を課すことはフランチャイズのシステムの維持のために必要な場合もある

が、他方でこのような守秘義務をジーが課されていることにより、ジー希望者は

購入を検討しているフランチャイズをすでに購入し、様々な利点・欠点について

経験的に知っている者から情報を入手する貴重な機会を得られない場合が出てく

る。この守秘義務に関しては、旧規則及び UFOCにおいては開示義務が存在し

なかったが、新規則により新たに開示義務が課されている （27）。

　新規則によれば、過去３事業年度においてジーが守秘義務条項に署名している

場合には、その旨の開示をザーは行わなければならない （28）。また、ザーは自ら

の選択により、守秘義務条項に署名をしている現在及び過去におけるジーの数及

び割合や、守秘義務条項に署名がなされた状況がどのようなものであるかについ

（26）�　16 CFR 436.5 (t) (8).
（27）�　16 CFR 436.5 (t) (7).
（28）�　ザーは以下の文章を挿入しなければならない。「場合によっては、現在あるいは過去
におけるジーが彼らのフランチャイズ経営の経験について自由に発言をすることを制限
する条項に署名しています。あなたは現在ジーである者あるいは過去ジーであった者と
話をすることを希望するかもしれませんが、全てのジーがあなたと話をできるわけでは
ないことを理解してください。」
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ても開示を行うことができる。

３　開示手続面での変更

　　⑴　開示期限

　フランチャイズに関する情報開示は、単に事前になされるというのみならず、

ジーが契約を締結することを決定し、または、ジーが一定の投資を行う前に、一

定の時間的余裕を持ってなされることが必要である。情報開示は、複雑な契約内

容や契約上の義務をジーが十分理解した上でフランチャイズ契約を締結すること

を確保することを趣旨として行われるものであり、この意味で開示内容だけでな

く開示の手続きに関する規定は大きな重要性を有している。FTC規則は開示の

手続きについても一定の項目を定めているが、新規則における手続について主た

る変更点の１つは開示期限についてである。

　旧規則においては、ザーとジー希望者との初回の会合時、あるいは、フラン

チャイズ契約締結またはフランチャイズ関連の何らかの金銭の支払が行われる
10事業日前のいずれか早い時点までに開示文書をザーがジー希望者に与えるこ

とを義務づけていた。新規則では会合時に関する基準が削除され、契約締結時あ

るいは何らかの金銭の支払時のみを基準とすることとなった。旧規則においては
10事業日前までに開示することとされていたが、上記いずれかの時点の 14暦日

前までに開示することとされ （29）、この期間には契約署名日あるいは金銭支払日

は参入されない （30）。ただし、ジー希望者により合理的な要請がなされる場合に

は、ザーは 14暦日以前であっても開示書面をジーに対して与えなければならな

い。

　契約書面について旧規則は、契約締結日の５事業日前までに署名するだけの状

態になった完全な契約書をジー希望者に対して与えることを、ザーに対して義務

（29）�　この開示時期について FTC規則は州法を専占しないので、それよりも早い時期を定
めている州においては、ザーは FTC規則が定めるよりも早く開示文書を付与しなけれ
ばならない。

（30）�　契約署名日とは、契約書自体のみを指し、他の文書例えば付属書や守秘義務関連書面
に署名した日は開示期日の起算日とはならない。
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づけていた （31）。従って、交渉の過程で契約書に変更が加えられた場合には、そ

の５事業日後でなければ契約締結が行い得なかった。これに対して新規則は、締

結日の７日前までに契約書をジーに提供することを義務づけており、契約書に変

更が加えられた場合であっても、その変更がザーによる一方的で実質的な変更で

ない限りこの期間には影響を与えないとされている。従って、契約書への変更が

ザーによってなされ、それが実質的な変更である場合はその変更がなされてから

７日間は契約締結することが禁止されるが、ザー及びジー双方の合意によってな

された場合には、契約書開示から 7日経過すればその変更から７日経過する以前

であっても契約締結を行うことが可能となる。

　　⑵　開示手段　～電子的開示の付加～

　旧規則は、特に情報開示の手段については定めをおいておらず、単に「書面で

（in writing）」と規定するのみであった （32）。しかし、コンピューターの発達に伴

い通信手段が多様化している現状に鑑み、新たに開示手段に関する条項を設けて

認められる手段を列挙している （33）。新規則は、従来からのハードコピー、ファッ

クス等の書面による開示のみならず、CD-ROM、eメール、ウェブサイトへアク

セスすることによる開示も可能としたが、ジーが単に閲覧できるのみならず、保

存、ダウンロード、印刷あるいは、後に開示書面を閲覧・利用できるような形式

をとらなければならないと規定する。また、電子的開示を行う場合にツールバー

や内部リンク（目次と内容のリンクなど）をつけることは認められるが、ファイ

ルには音声、ビデオ、ポップアップ、外部リンクなどをつけることは禁止されて

いる （34）。また、開示書面の表紙では、その開示書面が選択した形式以外の形式

での開示も可能であることを示さなければならないとされる （35）。

（31）�　旧規則　16 CFR 436.1 (g).
（32）�　旧規則　16 CFR 436.1 (a).
（33）�　eメールなど電子的手段を利用した開示は、すでにユニドロワのモデルフランチャイ
ズ法でも認められている。同モデル法に関しては、半田吉信 ｢フランチャイザーの情報
提供義務｣ 千葉大学法学論集 20巻 2号（2005年）1頁参照。

（34）�　16 CFR 463 (b).
（35）�　16 CFR 463 (b), (f).
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４　禁止項目の変更

　旧規則は主として 4つの禁止項目を定めていたが、新規則はさらに５つの禁止

項目を付加している （36）。この中で特に大きな変更点といえるのは、免責・権利

放棄に関する条項が禁止されたことである。

　新規則は、契約において、ザーによって提供された開示文書についてザーを免

責すること、ないしはジーがこの開示に依拠する権利を放棄することをザーが

ジーに対して要求することを禁止事項としている。従来からザーが契約文書に完

結条項（integration clause）を付加することは非常に頻繁に行われていた （37）。こ

れによって、ザーは、ジー希望者が第三者（例えば過去にジーであったものな

ど）によって提供された情報等に基づいて何らかの責任を負わされることを避け

ることができるが、反対に、ジー希望者に対して信頼に足る情報を提供しこれに

よってジー希望者が適切な選択を行うという規則の目的が妨げられる結果も場合

によっては招来していた。このような不都合を避けるためにザーによるそのよう

な行為が禁止された。

　開示文書の情報を信頼したことに基づいてジーが何らかの主張を行うことを排

除するザーの免責・ジーによる権利放棄条項で新規則による禁止の対象となるの

は、開示文書あるいはその証拠書類あるいは添付書類についての免責及び権利放

棄の強要である。したがって、ザーの宣伝文書・広告等についてはこの禁止の範

囲は及ばない。また、ジーに対する権利放棄の強要は禁止されるが、ザーとジー

の合意によりジーが一定の権利放棄を行うことは認められる。

（36）�　旧規則は、①開示事項と矛盾する発言②合理的な算出根拠及び書面化した証拠のない
業績情報の開示③業績情報に関し書面化した証拠提示の合理的請求に対しジー希望者及
び FTCにこれを付与しないこと④約束された返金を行わないことを禁止していた。こ
れに加えて新規則は①開示期限前にジーが行う合理的請求に対し開示文書を付与しない
こと②既に基礎的開示文書を保有しているジー希望者の署名前に行う合理的請求に対し
四半期ごとの改訂版を付与しないこと③署名日まで 7日間の猶予を設けず一方的契約条
項の変更を行うこと④開示文書に関する免責条項の挿入及び権利放棄の強要⑤いわゆる
「サクラ」を使った宣伝、を禁止している。16 CFR 436.9 (a)～ (i).

（37）�　完結条項は、契約文書のみが両者の意思を全て表していること、すなわち、取引交渉
の過程で相互に行った約束や了解し合った事項は全て契約書に盛り込まれていることを
示すものであり、これと矛盾する契約締結前の証拠はすべて排除されることとなる。
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Ⅳ　検討
１　新規則の特徴

　　⑴　「開示」規制という性格の維持

　前述のように、新規則は、事前に詳細な情報の提供を義務づけることにより消

費者が適切な判断に基づく投資を行うことを可能とする、という旧規則の性格を

そのまま維持しており、フランチャイズ契約の実体規定の内容については踏み込

まないという立場をとっている。これに関しては、新規則検討の段階において多

くの反対意見が、特にジーの立場から表明されていた。

　ジー（あるいはジーを代理する弁護士）の見解では、新規則は販売後のフラン

チャイズ契約（post-sale franchise contract）あるいはフランチャイズ関係の問題

を扱うべきであるとされ、特に問題とされたのは、競業避止条項 （38）、商圏侵害

（encroachment）（39）、及び購入先制限 （40） であり、いずれもかなりの紛争事例が

ある。しかし、これらの問題について FTCは、業界全体にわたって広く行われ

ているか否かははっきりしておらず、ザーの行為によるジーに対する侵害がそれ

によりもたらされる公共の利益あるいは競争上の利益を上回っているとは必ずし

も言えない、として内容に対する規制は引き続き行わない旨結論づけた （41）。

　守秘義務も、それをジーに課すこと自体を禁止すべきという意見が多く見られ

た事項である。守秘義務がジーに課されていることにより、ジー希望者が現存す

るジーあるいは過去にジーであった者から、適切な判断を行うために実際の経験

に基づく話を聞くことが困難になるからである。しかしながら、新規則は結局内

（38）�　米国における競業避止義務に対する規制ついては、「フランチャイズ契約終了後の競
業避止義務について―米国法を中心に」早稲田大学大学院法研論集 106号（2003年）
314頁がある。

（39）�　米国における商圏侵害に関する邦語の文献としては、長谷河亜希子 ｢フランチャイ
ズ・システムにおける近隣への新規出店の規制――米国の法制度と判例を中心に｣ 早稲
田大学大学院法研論集 107号（2003年）240頁がある。

（40）�　米国における購入先制限に対する規制に関しては、小塚荘一郎 ｢フランチャイズ契約
と競争法｣ 上智法学論集 45巻 3号（2002年）31頁、拙稿「米国におけるフランチャイ
ズの規制について～購入先制限に焦点をあてて～」日本経済法学会年報 28号（2007
年）142頁がある。

（41）�　Supra note 3, at 15447.
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容には踏みこまず、守秘義務がジーに課されている場合にはそれを開示すること

を義務づけるにとどめている。

　上記のようなザーとジーのフランチャイズにおける関係に関する規制は、これ

までも一般的フランチャイズ法という形で議員立法として何度も提案されてきた

が、現在まで法制化されていない （42）。ジー及びジーを代理する弁護士は、FTC

規則にこの機能を果たさせようとしたが、実現しなかった。FTCは、ジー（あ

るいはジー希望者）を、あくまでも主体的に選択を行い自己の判断について責任

を有するという意味で対等な事業者として扱っているという点では一貫してお

り、これは新規則にも現われている米国のフランチャイズ規制の特徴であると考

えられる （43）。

　　⑵　経験に基づく修正　～ジーによる適切な選択のための情報開示～

　上記のように、新規則はフランチャイズ関係についての個別具体的な権利・義

務については立ち入らず、あくまでもジー（あるいはジー希望者）を自立した事

業者として扱っている。しかしながら、有している情報の点においてはザーと比

較してジーが劣位にあることは明らかであり、ザーの開示の負担をできるだけ重

いものとしないように配慮しつつ、これまでの経験を踏まえ、ジー希望者が主体

的に適切な判断を行い得るために重要と考えられる新たな情報を追加し、あるい

は従来の情報を修正しようとしているものであると評価することができる （44）。

提供が求められる情報量は膨大なものであり、これらの情報がジー希望者に与え

られることによって、フランチャイズの内容規制がジーにより求められている前

述のような場合（例えば商圏侵害）をめぐる問題について、ジー希望者自らが調

（42）�　このようなフランチャイズ法案として、共和党の Howard Coble下院議員及び民主党
の John Conyers, Jr.下院議員により提出された The Small Business Franchise Act of 
1999がある。

（43）�　ザーが、契約において開示情報についての自らを免責したりジーに権利放棄を求める
ことを禁止している点は、契約の内容に踏み込んだ規制であるともいえるが、FTC規則
に基づく開示の効果を損ねる可能性のある行為であり、例外的に禁止事項とされている
のだと考えられる。

（44）�　フランチャイズ関係に関してより多くの情報を与えることは、規則改正の一つの目的
であると FTCの消費者保護局長 Steve Popolof氏によっても言及されている。American 
Bar Association Forum on Franchising, Teleconference ”The New FTC Franchise Rule: A 
Primer for Practitioners.” 



61

米国におけるフランチャイズに関する事前情報開示について

査義務を果たすこと前提として、契約後に初めて問題の存在を認識しこれに直面

せざるを得ないという事態を避けるという形で間接的に対処しようとしていると

思われる。

　このような FTCの立場を強く反映する変更点の一つとして、開示項目 20が挙

げられる。前述のように、開示項目 20はジーやシステムに関する情報について

の規定である。米国ではジー希望者が自ら、すでにジーとなった者から経験に基

づく情報を得るということを重視しており、また、それは非常に効果的であると

考えられるが、開示項目 20は現時点での全てのジー（あるいはジー希望者がフ

ランチャイズ購入を検討している州における少なくとも 100のジー）の氏名、

仕事上の住所等の開示を義務づける。また、直近の事業年度にフランチャイズを

離脱したジーに連絡を取るために必要な情報の開示も義務づけている。旧規則で

は、単に離脱したジーの数の開示を義務づけるのみであったが、検討段階で現在

のフランチャイズ関係に拘束されない過去にジーであった者への接触を確保する

ことは重要であるとして、現在の形になった （45）。

　さらに、ジーの組合についての情報を新たに開示対象としたのも新規則のこの

ような方針を反映している。ジーへの連絡のための情報が開示されていたとして

も、ザーは情報を開示するジーを一定の恣意的な目的で選択している可能性があ

る。例えば、経営的に成功している、すなわちシステムについて好意的な意見を

提供する可能性の高いジーを選択したり、守秘義務を課しているようなジーを選

択するという可能性である。このような場合、ジーの情報が仮に開示されていた

としても、ジー希望者が調査義務を尽くすことが実質的には困難になる。このよ

うな場合に、ジーの組合に関して独立の組合を含めて情報が開示されていること

には、ジー希望者に十分な情報に基づく適切な判断を可能とするという趣旨に照

らして大きな意義が認められる。

　ジーに対する訴訟を加えたことも重要な点である。ザーに対する訴訟であって

（45）�　16 CFR 436.1 (a) (16), supra note 3 at 15503.ただし、過去にジーであった者のプライ
バシーにも配慮し、開示する情報として氏名、自宅住所及び電話番号を挙げていた
UFOCあるいは新規則案とは異なり、新規則では、氏名、在住する州・都市名、職場の
電話番号のみとしている。
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ザーが敗訴した訴訟が開示されていることによって、ザーの事業者としての性格

（特に否定的な評価がなされるべき性格）がある程度明らかとなるが、必ずしも

フランチャイズの関係については手がかりとならない場合がある。そこで、ザー

がジーに対して提訴した事例を開示することによって、フランチャイズにおける

ザーとジーの関係やジーが抱える問題（例えば、ザーがジーを積極的に提訴する

事業者であるのか、どのようなことでジーが失敗するのか）等について大きな手

がかりを与えることとなる。

　また、ジーが事業活動を行う地域についての開示事項については、排他的地域

を与えるか否かという、旧規則が開示を義務づけていた事項だけでなく、ザーが

インターネット、通信販売、電話販売など近隣に店舗を設置することによる商圏

侵害と同様の効果を持ちうる販売経路を活用するか否かについても開示を義務づ

けており、近年の技術の発展に伴い新たに生じると考えられ得る問題点に対処し

ている。

　一方で、開示を行うためのザーの負担が過度に大きい場合には、開示が適切に

なされない恐れもあり、かえって規則の目的を損ないかねない。従って、旧規

則・UFOCにおいて開示義務のある情報の中で特段必要のない開示についてはこ

れを省き、あるいは同様の目的を達成するためにザーの負担が小さい開示内容・

方法が工夫されている。例えば、ジーに対してザーが提起した訴訟についての開

示義務づけは負担の観点から懸念が示されていたが、事案の内容を個別に開示す

るのではなく、事案の内容を適切に表現する共通の表題の下に、同様な内容を有

する複数の訴訟をまとめて開示することを可能としたことは、この懸念に応える

ものである （46）。

　このような配慮は適用除外規定にも見られる。すでに事業経験を有している

ジーや、投資額が非常に大きなジーに対しては、このような開示を行う義務を

ザーは有さない。

　このようにして、⑴で述べたように契約の内容については踏み込まず、ジー希

望者をその投資について自ら責任を持つ自立した「事業者」として扱うという立

（46）�　16 CFR 436.5 (c) (4).
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場を維持しつつ、ザーに対する過度な負担を避けながら同時に最大限の効果を生

じるような詳細な情報開示を義務づけることにより、ザー候補者による適切な判

断を可能とし、現在フランチャイズ関係において生じている問題にも対処しよう

としていると思われる。

２　新規則をめぐる論点

　　⑴　業績情報（financial performance representation）の開示義務化の問題

　業績情報については、特に規則によってザーによる開示を義務化するか否かが

長年議論されてきた。旧規則はこれを開示書面の中では開示しないこととし、根

拠のある業績情報については別紙で開示することとしていたが、開示が義務的で

ないことにより、システムの収益性が悪いことやシステムが失敗であることを隠

すことに多くのザーが成功している、との批判がなされていた （47）。規則見直し

の初期の段階においては、開示義務化について真剣に検討されていた。

　開示を義務化することに賛成の意見の根拠としては、主として以下のようなも

のが挙げられる。第一に、業績情報は、ジー希望者が投資を行うか決定するにあ

たり最も重要な情報であること、第二に、ザーは業績情報に関する情報を現状に

おいても有しており、これを開示しないことは詐欺的な不作為であること、第三

に、業績情報に関する情報を収集するのに、ザーが最も適した地位にあること、

第四に、業績情報の開示義務化により、業績情報に関する虚偽あるいは根拠のな

い口頭及び書面の開示がなされたという訴えが減少すること、第五に、より多く

の開示がなされることにより市場と競争にメリットがもたらされること、であ

る。

　これとは対照的に開示の義務づけに反対する意見としては、主として以下のも

のが挙げられる。第一に、全ての業界に適用し得る統一的な開示フォーマットを

作成するのは不可能であること （48）、第二に、合理的な開示文書の作成のために

必要な詳細な財務情報を収集する契約上の権利を、全てのザーが有しているわけ

（47）�　American Bar Association, Thirty Years of Franchising, 2007-Fall Franchise Law Jour-
nal 85, 93.

（48）�　Id. at 96
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ではないこと、第三に、ジーから収集する業績情報に関するデータは、必ずしも

完全かつ適切なものとはいえないこと、第四に業績情報の義務的開示により、将

来の業績保証をしているとの誤解を生じ、それに伴って訴訟が増加するこ

と （49）、第五に、業績情報の開示義務化により、ジーはより詳細な会計管理と監

査の対象となって、ザーとジーとの関係にマイナスの影響が生じること。これら

開示に反対の意見は、規則改正の手続きにおいては、ザーを代理する弁護士によ

り一致して述べられている。

　以上のような開示義務化に対する賛成・反対の意見双方を斟酌した結果、FTC

は従来通り、開示の義務化は行わないことを決定したが、この結論は以下の理由

によるものである。第一に、開示義務化によって虚偽の情報開示の苦情を減らす

ことができるかは疑問であること、また、何が適切な開示かにつき業界横断的な

基準を設けることが困難であること、第二に、開示義務化により、新たな会計シ

ステム導入等の追加的なコストがシステム全体にかかること、また、誤った情報

を提出したジーに対するザーからの損害賠償請求の可能性など、ジーの負担も少

なくないこと、第三に、既に 20％以上のザーが業績情報に関する情報開示を行っ

ており、また仮に必要ならば市場の要請によって開示を行うザーが増加すると考

えられること、である。

　結果として新規則によって定められた規定の具体的内容は以下の通りである。

まず、先述のように財政的な業績開示は義務とはせず選択的なものとするが、こ

の情報の開示につき選択的であることは前文に表示をする義務があり、また、開

示を行わない旨ザーが選択した場合には、それとは別に前文で表示を行う義務が

ある。新規則は、業績情報が別個の文書で提供されるべきこと、業績情報がジー

希望者の地域のものであるべきこと、及び、一般的に受容されている会計原則に

従って算出されていることは義務化しないこととした。しかし、表示された成果

を達成しているジーの当該地域における割合については開示しなければならな

（49）�　連邦証券取引法は、株式の発行人（issuers）に対して将来的な収益見込みについて目
論見書の中で開示することを要求しているが、それによって膨大な訴訟が提起されると
いう結果を招来していないことから、フランチャイズにおいても、訴訟の著しい増大に
はつながらないという指摘もある。Id. at 100.
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い （50）。

　業績情報が、ジー希望者により最も重要視される情報であるという点について

異論が見られず （51）、また、業績情報なしにジー希望者が投資を決定するという

ことは考えにくいにもかかわらず、開示を行うザーが未だ 20％強のみであると

いうことは、FTCが開示を義務化しない理由の一つとしてあげた、要請がある

ならば市場においてザーに開示させる方向に機能していく、とは必ずしもいえな

い可能性が考えられる。ジーの苦情の中では業績情報に関する誤解を招くような

表示がなされたというものが最も多いとされるが、下記に述べるように私人には
FTC法の援用が認められておらず FTCの人的資源も限られている現状では、非

公式になされる業績情報に関する暗示によってジー希望者が判断を誤ることを避

ける意味で開示義務を課すことは、ジーに多くの情報を（複数の情報源から）提

供する新規則の趣旨により沿うものであったとも思われる。

　ただ、業種横断的な開示フォーマットを策定することは確かに困難であり、ま

た、ザーに対する訴訟が増加する可能性があるとの指摘はもっともであって、こ

の点で FTCは慎重にならざるを得なかったのではないかと推測される。米国で

は、ジー希望者が他のジーから実際の業績情報を入手することも頻繁になされて

おり （52）（そのために多くのジー（あるいは過去にジーであった者）の情報が開示

されていることの重要性が認められる （53））、このような米国の状況を前提とする

と、開示しないことのマイナス面の方が多いとの判断だったのであろう （54）。

　　⑵　規則の実効性について

　現在、FTC法 5条の実体規定及び確定的排除命令を私人が援用することは認

（50）�　16 CFR 436.5 (s).
（51）�　Rochelle B. Spandorf, Charting Courses in the Debate over Mandatory Eeaning 

Claims, 15-SUM Franchise L.J. 1.
（52）�　David J. Kaufmann, Mandatory Earnings Claim Disclosure: The Case Against, 15-

SUM Franchise L.J. 3.
（53）�　ジーはザーによる名誉毀損の訴えを恐れて正直にジー希望者に話をしないとの指摘も
あるが、その場合にジーが情報を得るための保険としてもジーの組合の存在を開示事項
に含めたことには意義があるとされる。Supra note 3, at 15508.

（54）�　複数の開示フォーマットを認めたり、ザーが一定の合理的な根拠に基づき行った業績
情報開示についてはザーの責任を免じるなどの対応も可能であるとの指摘もある。Su-
pra note 47. at 2.
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められていない（55）。したがってそれを可能とするような立法がなされない限り、

ザーによる規則違反があった場合には、ジーは FTCに対してこれを申告し FTC

による措置が採られるのを期待するという手段しか持ち得ない。しかしながら、
FTCには人的資源に限りがあるため全ての違反行為を規制することは困難であ

り、この点は致命的な欠陥であると批判されている （56）。

　現状として、ザーの違反行為によって損害を被ったジーが連邦と同様の開示規

則を有している州に在住する場合にはその州法に基づき提訴がなされることとな

るが、ジーがそれ以外の州にいる場合には、コモンロー上の詐欺に依拠せざるを

得ず、その要件はかなり厳格なものであるのでジーの主張が認められることは非

常に少ない （57）。

　ジーによって違反したザーに対して FTC規則を援用できるようにしていくこ

とは、それによってザーの違反行為をさらに抑止し適切な開示を促すことにもな

るため、損害を被ったジーを救済するというだけでなく規則の実効性を高めてい

くためにも必要ではないかとの意見が提起されている。

おわりに
　以上、米国の改正 FTCフランチャイズ規則に関して検討を行ってきた。長い

検討期間を設け慎重に制定された新規則は、旧規則に引き続き非常に詳細な開示

項目を定め、ジー希望者の適切な判断に資するという目的に合致したものとなっ

ていると基本的には評価できよう。

　ひるがえって我が国においては、フランチャイズに関する事前情報開示は中小

小売商業振興法 11条及び同法施行規則により義務づけられており、また公正取

引委員会によるフランチャイズ・ガイドライン （58） においても一定の事項を開示

（55）�　かつて FTCはこれを認める見解を示していた。FTC Statement of Basis and Purpose, 
43 FR 59621 (Dec. 21, 1978). しかし、判例によってジーによる訴権は否定されており、
それは仮に FTCにより規則違反が認定されていたとしても同様である。Freedman v. 
Meldy's, Inc., 587 F. Supp. 658 (E.D. Pa. 1984).

（56）�　Harold Brown, FRANCHISING Realities and Remedies (Revised Ed.) Law Journal Se-
minars-Press (1991) §6.08.

（57）�　Supra note 47, at 96.
（58）�　公取委「フランチャイズ・システムに関する独占禁止法上の考え方について」（2002
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することが独禁法上望ましい旨述べられている。しかしながら、中小小売商業振

興法及び同法施行規則により開示が義務づけられている情報内容は、ジーがフラ

ンチャイズの内容を事前に適切に理解するためには必ずしも十分に詳細なものと

はいえず （59）、開示の時期についても「あらかじめ」なされることが義務づけら

れるのみであって契約締結直前に交付することも可能であり、さらにこの規定に

事業者が違反した場合も同法 12条に基づき主務大臣による勧告・公表がなされ

るのみである。また、フランチャイズ・ガイドラインで開示が望ましいとされる

事項が開示されなかったとしても、そのことが直ちに独占禁止法上違法となるわ

けではない。このように、我が国のフランチャイズに関する事前情報開示に関す

る法制度は、開示される情報の内容に関しても、またその強制力に関しても不十

分であると言わざるを得ない。

　現在、多くのザーがホームページ上で事前情報開示を行っており （60）、その取

り組み自体は評価することができる。しかし、米国の規則で定められた開示事項

と比較した場合に、その記述は必ずしも具体的ではなく、ジー希望者にとってフ

ランチャイズについての判断の拠り所とするには十分とは言えない。我が国と米

国とはフランチャイズに関する状況や商慣習等が異なる部分もあろうからまった

く同様の規定が必要であるわけではないが、少なくとも我が国においてもより詳

細で強制力のある開示規定が必要であると思われる。

　我が国においてはフランチャイズに関する専門家が少なく詳細な開示がなされ

たとしてもジー希望者自身では処理できない可能性があるという指摘もあ

り （61）、この点はもっともであるが、専門家が少ないが故に開示されるべき情報

年 4月 24日）
（59）�　同法は、①加盟に際し徴収する加盟金、保証金その他の金銭に関する事項、②加盟者
に対する商品の販売条件に関する事項、③経営の指導に関する事項、④使用させる商
標、商号その他の表示に関する事項、⑤契約の期間並びに契約の更新及び解除に関する
事項、⑥前各号に掲げるもののほか、経済産業省令で定める事項、を開示すべきと定め
る。⑥について、同法施行規則 10条は 17の事項を定めている。

（60）�　日本フランチャイズチェーン協会は「倫理綱領」を定め、これに基づく「JFA自主開
示基準」に従って作成した開示文書を会員事業者は公開している。また、同協会と経済
産業省が設置した「ザ・フランチャイズ」というホームページ（http://frn.jfa-fc.or.jp/）
では、同協会の正会員でない事業者も含めてフランチャイズ本部（ザー）が同基準に基
づく開示文書を公開している。

（61）�　川越、前掲注 2、273頁。
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が少なくても良いと言うことにはならないこともまた事実であろう。我が国の状

況に即したより詳細な情報開示を義務づける規定を指向しつつ専門家を増やして

いくということが求められるのではないだろうか。


